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箕輪町の農業の現状
と今後の在り方
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長野県の農業の働き手は？



７０歳以上

66.8％
４０９人

70歳未満

33.2％

２０３人

40歳未満
2.6％
１６人

10年後
働き手の
６割強が
80歳超

箕輪町

基幹的農業従事者数
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年齢別割合
１０年後の私達の地域は？
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出典：2020農林業センサス



農業の担い手はどうなる？ （箕輪町）

15年前(2010年)

７９３人

農業者の高齢化が急加速、担い手が大幅に減少

直近(2020年)

６１２人

10年前よりも２割減

１０年後(2035年)
80歳以上の方が
リタイアしたら

２０３人

今よりも７割減



振返り



町の地域計画・目標地図を策定 守るべき農地を決めて農地を有効利用する

集落B
農業上の利用

農業以外の用途検討

①

④

③

② ⑥

⑤

(目標地図を策定）

(農振除外の目安)

(目標地図)

(目標地図)
(目標地図)

(目標地図)

⑤
集落C

集落A

＜農用地の区分＞
【各地区】

農地をどのように
利用していくのか
明確化する！

非農地設定
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地域計画・目標地図 策定 （令和７年３月策定）

北部

東箕輪

南部

箕輪

中部

農業委員会による各地区目標地図
農振農用地内の農地

①担い手へのゾーニング
②作物のへゾーニング（新）

データベース化・AGIS（デジタル地図化）



振返り



農業従事者の減少・高齢化対策の手段として １

農業収入・所得向上の手段の一つとして
ソーラーシェアリングがある

■農業収入・所得の向上（もうかる農業への転換）
・農地集約・集積による農作業の効率化（地域計画・目標地図）
・生産性の向上（２期作、高収益作物の作付け）
・スマート農業の導入（作業の効率化、コスト削減）
・環境にやさしい農業（有機農業）推進 付加価値、販路拡大
・ソーラーシェアリング（農業収入＋協力金（土地貸し）収入）



農業従事者の減少・高齢化対策の手段として ２

ソーラーシェアリングにはメリット・デメリットがあります。

本事業を通じて検証してまいります。

農業従事者の減少・高齢化が進む中で、町の農地を維持していくためには、
「地域計画・目標地図」により守るべき農地を決めて営農を継続していくこと
に加えて、新たな手段を取り入れていくことが必要です。

全国で先進事例のある「ソーラーシェアリング事業（モデル事業）」により
箕輪町の将来的な農業の在り方を検討していきます。



町のエネルギーの状況と検討・推進体制
等について

令和８年３月２６日
ソーラーシェアリング検討分科会

総務課ゼロカーボン推進室



町内の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

町としての評価発電電⼒量
［MWh/年］

利⽤可能熱量
［億MJ/年］再エネ導入ポテンシャル

◎ 大いに期待できる
779,076－◆太陽光発電
221,131－建物系
557,945－土地系

✕ 安定的に風が吹かな
い地域712－◆風⼒発電

△ 県企業局等に調査
してもらったが適地なし

24,959－◆中⼩⽔⼒発電
24,949－河川

10－農業⽤⽔路
－4 ◆太陽熱

△ 利⽤設備の導入コス
トが高い－22 ◆地中熱

804,747［MWh/年］26［億MJ/年］再生可能エネルギー合計

出所 環境省 ⾃治体排出量カルテ（箕輪町） 2024年11月末時点



町内のエネルギー需要に対する 再エネ導入ポテンシャル（電⼒）

出所 環境省 ⾃治体排出量カルテ（箕輪町） 2023年度
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17.8%
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・当町（長野県内）では、野立て太陽光やソーラーシェアリングに根強い抵抗感がある。

・農業者（土地所有者）、農業委員会、地域の理解を得るためにも、水田、畑、牧草地など作物に応じた小さなモデ
ルを作って関係者等で話し合うことが大切と考える。
・国や県と一緒に取り組むモデル事業であるという位置づけの方が、地域協力等を得られやすいと考える。

・遮熱、日よけ、雨よけ等への効果

・得られた収入でスマート農業への
投資や新規雇用などへの期待

・電気料金の低減、農業分野のゼロ
カーボン推進

・田んぼのセンター設置では、
減収率２０%程度。
・土地貸し型で協力金年４万円
程度農業者に支払えれば、所得
はプラスになる

25

農業経営
基点で

収入面でのメリット 営農面・管理面でのメリット

サスティナブルでレジリエンスな地域環境づくり



農地転用（一時転用）令和5年度許可件数（農水省関東農政局管内抜粋）



文化センター

図書館

情報通信センター

太陽光
蓄電池

太陽光（要：
屋根改修）

太陽光・蓄電池
（高効率空調：起債実施）

役場北側駐車場へ
ソーラーカーポート

EV車導入
公用車車庫へ太陽光

公用車充電設備
Ｖ２Ｈ

蓄電池

（既設・増設太
陽光）

太陽光・蓄電池

体育館

自営線

照明のLED化
（全施設）

太陽光・蓄電池・
LED化

余剰電力等
非FIT・卒FIT

小中学校6校
自営線 その他の施設につ

いてもＰＰＡの活
用等も視野に同様
に整備

Ｖ２Ｈ
で放電

要 駐車
場・車庫屋

根改修

防災交流施設
ZEB新築

太陽光・蓄電池
地中熱空調

自営線

自営線

マイクロ
グリッド

Ｖ２Ｈ
で充放電

1

自営線

事 業 所
公共施設等

（現在町施設・町内事業所各１か所で活用）

家 庭
事業所
公共施設

営 農 型
太陽光発電

不足電力
再エネ買戻
再エネ供給

★電力の地産地消・自給率の向上・地域内経済循環等を住民・事
業者・行政等が連携して取り組むことはできないか
★災害に強い町づくりに寄与することはできないか
★田園工業の町を持続・発展させることはできないか など

地域新電力会社
（ＩＣＴ伊那みらいでんき）

地域ぐるみでゼロカーボン推進プロジェクト
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箕輪町のエネルギー収⽀の分析

出典：地域経済循環分析



気候町⺠会議ｉｎみのわから地域共創を考察

出所：法政大学社会学部 教授 茅野恒秀氏
気候町⺠会議inみのわ報告会資料より



新たな検討・推進体制について

（主任務）
・屋根太陽光設置促進に向けた検討
（住宅・企業）

（主任務）
・課題の洗い出しと対応方策の検討
・モデル事業の検討
・全町的な基本方針等の検討


